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中学生国際化教育推進事業 事務事業評価シート

　外国語学習の推進

対象 市内中学校の生徒

学校教育の充実

事業ｺｰﾄﾞ 事業名

104270 中学生国際化教育推進事業

人づくり

会計

　事業概要　…上記目的を実現するための事業手法を記載すること

政策 3-2

目的

02

施策 2 豊かな人間性の育成

総合
計画

【 事後評価 】平成 28 年度 事務事業評価シート

妥当でない

人件費の削減余地がある

どちらも削減余地がない

分野

項 目

一般 10 03

款

適正である

公
平
性

 受益と負担の適正化余地

意図 外国語教育の充実と国際理解の推進
妥当である

見直し余地がある

○中学生国際理解推進
　各中学校に英語指導助手（ＡＬＴ）を派遣
　1クラス当たり年間12時間 有

効
性

 成果の向上余地

　総合評価　…上記評価結果の総括

 事業費・人件費の削減余地

29年度(計画)

　義務教育費であり、学校設置者である花巻市の負担すべき経費
である。なお、市町村立学校職員給与負担法により規定される県
費負担されるべき給与等には該当しない。

目
的
妥
当
性

 公共関与の妥当性

　学校により指導計画の違いはあるものの、市内中学校の全生徒
を対象とした事業であり、受益機会の設定は適正である。
　なお、花巻市が負担すべき義務教育費であり、費用負担は適正
である。

受益機会の見直し余地がある

費用負担の見直し余地がある

事業費の削減余地がある

後援・協賛 補助・助成 委託

　ネイティブ・スピーカーによる生の外国語を出来るだけ早い教
育段階で体験することは、児童生徒の外国語習得意欲・関心を高
めるほか、外国語特有の発音の聞き取り能力、発音能力を獲得す
るために有効とされており、本事業は継続する必要がある。

向上余地がある

向上余地がない

効
率
性

　ＪＥＴプログラムにより招致するＡＬＴに関しては、同制度の
規定する経費負担に沿った事業費であり削減の余地がない。
　委託業者に関しても実績のある委託先が限られており、月額単
価もＪＥＴによるＡＬＴの報酬額以下となっている。

活動指標　（上記「事業概要」に対応） 単位 区分 28年度(実績)

市民参画の有無 対象外

市民協働の形態
共催 実行委員会・協議会 事業協力・協定

11

27年度(実績)

11
11 11

②
計画

① 派遣学校数 校
計画

実績

29年度(計画)

③
計画

成果指標　（上記「意図」に対応） 単位 区分

実績

目標

実績

実績

27年度(実績) 28年度(実績)

実績

②
目標

①

目標

実績

成果指標
の達成度

目標値より高い ○ 概ね目標値どおり

③

　成果指標の達成度の要因分析
 （新規事業及び成果指標を変更した場合は、その成果指標を設定した考え方、目標値の根拠を記載）

　教科担任・担任教諭とＡＬＴの協力・連携によるティームティーチング等により授業内容の充
実を図ることは、児童生徒の学習意欲・関心を高め英語力の向上につながるだけでなく、教員の
指導力・コミュニケーション能力の向上につながるため、継続する必要がある。

目標値より低い
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単位：千円

～

①中学生国際理解推進業務委託　　１２，０５３千円
講師　3人　310,000円/月×3×12×1.08＝11,664,000円

　

中学生国際化教育推進事業

】
学務係　柳原 9-30-334担当係長

事業名

事後評価

事業費

平成 28 年度 事業説明資料 【

項

担当部署 部名 教育部 課名 小中学校課 内線

会計 款 《事業手法の詳細》…概略図による事業手法の詳細と事業費の内訳を記載すること。
【適宜、セルは結合して構わないが、結合した1つのセル内は１文章程度にとどめること。】

一般 10 03

27年度
決算額(A)

28年度
決算額(B)

29年度
現計予算額

決算額前年比
(B-A）

11,664 12,053 389

国・県

財
源
内
訳 その他

地方債

389

事業期間 単年度繰返 期間限定 〔平成 年度

事業開始の背景・経緯

部経営方針における目標

事業概要

○中学生国際理解推進
　各中学校に英語指導助手（ＡＬＴ）を派遣
　1クラス当たり年間12時間

事業を展開する上での課題、留意事項　／　意見・要望等

事業説明資料

目

02

事業ｺｰﾄﾞ

104270 中学生国際化教育推進事業

　平成２６年度から岩手県教委の英語指導助手の派遣（支援）が無くなり、ＪＥＴプログラムによるＡＬＴ
も任期満了により２６年８月に２名帰国し、市内中学校における英語指導助手を活用できる時数が減少する
ことになることから、民間委託の補充を図り、前年度並みの派遣時数を確保する。
　国際化社会ではグローバルな競争力が不可欠であり、外国語能力の重要性は益々高まる一方である。子ど
ものうちから外国語に親しみ、外国語学習の素地を養うことは重要である。また、外国語指導助手を介して
他国文化に触れる体験は、日本人としての自己を確立するために有効である。よって、短期的成果に固執す
ることなく、子どもたちの１０年、１５年後の姿を見据え長期的な視点で本事業を継続していく必要があ
る。

平成

一般財源 11,664 12,053

夢と希望をもち、たくましく生き抜く子ども達を育む学校教育の充実

年度〕

　国際化に対応するため、各自治体においてその取り組みが盛んに行われるようになり、当市で
は、昭和63年度より財団法人自治体国際化協会の「語学指導等を行う外国青年招致事業（ＪＥＴ
プログラム）」により外国語指導助手を招致、活用することとなった。

学校 計画、執行（授業）

小中学校課
派遣計画

調整

英語指導助手（ＡＬＴ）
（委託）

②派遣要請

④訪問指示

①雇用・委託

⑥訪問指導

③調整 ⑤指導案


